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大規模地震に係る災害発生時における避難所運営を想定した

指定管理者制度の運用における参考資料について 

 

 

平成 29年熊本地震における課題を踏まえ、「大規模地震に係る災害発生時に

おける避難所運営を想定した指定管理者制度の運用について（通知）」（平成 29

年４月 25 日総行経第 25 号）を通知したところですが、具体的な検討に当たっ

て、参考となる資料について、下記のとおり情報提供します。 

 

記 

 

１  熊本地震発生後の指定管理施設の管理運営に関するヒアリング結果をと

りまとめていますので、別添「熊本地震発災後の指定管理施設の管理運営に

ついて」（平成 28年 10月 25日 熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援

策検討ワーキンググループ（第４回）提出資料）を参照してください。 

 

２  指定管理者実務研究会（主催：（一財）地域総合整備財団（ふるさと財団））

では、平成 24年度に「災害に対応したリスクマネジメント」に関する報告

書をとりまとめており、避難所開設時の指定管理者の業務内容や避難所と

して活用された場合の指定管理料や利用料金収入の支払いに係る運用ガイ

ドラインの事例などが掲載されているので、参照してください。 

御中 



平成２８年１０月２５日

総務省自治行政局行政経営支援室

熊本地震発災後の指定管理施設の
管理運営について

熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援策検討ＷＧ（第４回） 別添



熊本地震発災後の指定管理施設の管理運営に関するヒアリング概要

１．趣旨
平成28年熊本地震に係る災害において、多くの指定管理者施設が、避難

所又は事実上避難者が集まる場所として利用されている。その利用の状況
及び課題を把握するために現地ヒアリングを実施。

２．実施日
平成２８年９月１３日（火）、１４日（水）

３．対象
（１）指定管理施設設置自治体側

・熊本市 ・益城町 ・御船町 ・南阿蘇村 ・熊本県
（２）指定管理者側

・熊本産業文化振興株式会社（熊本産業展示場「グランメッセ熊本」）

・熊本県ｽﾎﾟｰﾂ振興事業団・ﾐｽﾞﾉｸﾞﾙｰﾌﾟ（熊本県民総合運動公園、熊本県立総合体育館）

・株式会社はくすい（阿蘇白水温泉瑠璃）

・御船町スポーツセンター等管理運営共同企業体（御船町ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ）

・公益財団法人熊本ＹＭＣＡ（益城町総合運動公園）

・指定管理施設災害時対応検討連絡協議会
（熊本都市圏内の主要施設の指定管理者７社・財団で構成）
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大規模地震発生時の避難所運営を想定した指定管理者制度の適切な運用
について、留意すべき点を整理。



熊本地震発災後の指定管理施設の管理運営に関するヒアリング結果①

１．大規模地震災害発生時には、指定管理施設における避難所運営について、行政職
員のみによる実施は現実的ではなく、指定管理者による運営協力は必要不可欠。

【対応の実態・主な意見】

○ 行政職員も発災後速やかに施設に配置され、本庁との連絡調整等に従事したが、当該施設の被害状況の確認や避難

者誘導、安全確保に当たっては、常日頃から施設を管理運営している指定管理者職員が力を発揮した。

○ 多数の地域から避難者が集まる避難所の場合、自治会が避難所運営に協力する体制が構築されなかった。

○ 行政職員は、初期には常時１施設あたり５～７名程度は配置されたが、一定期間経過後は罹災証明など、他の震災

対応業務もあり順次人数を縮小した。行政職員のみで運営しようとした場合、常時20～30名程度は必要となり、また、

他の震災対応業務のための要員確保も必要であることを勘案すると、行政職員のみで避難所を運営するのは現実的で

はない。

○ 指定管理者によっては、災害対応や避難所運営についてもノウハウを有しており、又はノウハウを有する者との

ネットワークを有しており、主体的に役割を果たしていただけた。
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熊本地震発災後の指定管理施設の管理運営に関するヒアリング結果②

２.大規模地震災害発生時には、指定避難所であるか否かにかかわらず避難に適した施
設は、避難所又は事実上避難者が集まる場所となる。避難に適した施設では、あら
かじめ、発災時の避難所立ち上げに関するルールや役割分担を明確にしておく必要
がある。

３．県有施設又は市町村区域の境界付近に所在する施設については、避難所としての
機能を果たす際の責任の所在が不明確になりがちである。このような施設について
は、指定管理者と市町村のほか、県又は近隣市町村を含めた三者間で事前の調整が
必要である。

【対応の実態・主な意見】

○ 指定避難所以外の施設に大人数の避難者が集まり、自然発生的に避難所になってしまうことは想定していなかった
（例：熊本市では、結果的に避難所となった指定管理施設71のうち、８施設のみが指定避難所等に指定されていた）

○ 特に、避難所の立ち上げ時期には、避難所運営の責任の所在や市町村と指定管理者の役割分担、情報共有や物資・
人員の配備等の観点で様々な混乱があった。

○ 地域防災計画に指定避難所や福祉避難所として位置付けられ、又は、指定管理協定などに「避難所になる場合があ
り得る」との文言を入れていた場合にも、具体的な避難所立ち上げの手順や役割などまでは、定めていなかった。

○ 町の縁辺部に所在する施設であり、指定避難所として指定していなかったが、大都市に隣接していたため区域をま
たがって大人数の避難者が発生することを想定していなかった。大都市からの避難者の受入れも想定した上で、町に
おいて避難所運営を行うことを想定しておくべきであった。

○ （県有施設）県の広域災害対応拠点（物資配給拠点）としての位置付けはあり共同訓練も行っていたが、「避難
所」として利用することについては、町から要請はなく、そのための諸準備も行っていなかった。発生後、大人数の
避難者が集まることになり、追って町から避難所設置の要請がなされた。

○ （県有施設）避難所としての指定は市の施設を対象に行われたため、あらかじめ避難所として指定されていなかっ
た。このため、発災直後には市職員の派遣もなく、また、数日間市からの物資の配給もなかった。
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熊本地震発災後の指定管理施設の管理運営に関するヒアリング結果③

４．避難所の運営を指定管理者が行う場合であっても、受け入れる避難者の数、避難
者に割り当てる個人スペースの配分や避難所内の安全管理、個人情報の取り扱いな
ど、避難所運営の基本的な方針についての決定方法や、他の関係機関との連絡調整
の方法を行政と指定管理者の間で定めておく必要がある。

５．特に、指定管理者が避難所運営において重要な役割を果たしている場合には、行
政の判断に当たって、現場管理に当たる指定管理者と十分な連絡調整をしておく必
要がある。

【対応の実態・主な意見】

○ 避難者の部屋割りや他団体によるテント村設置など避難所運営の最も基本的な事項に関して、指定管理者からは避

難所の現場管理者としての考えを行政に伝達したが、十分に聞き届けられなかった場合もあった。

○ 指定管理者が避難所運営を行っているにもかかわらず、地域全体の避難所運営に関する意思決定プロセスに対し、

避難所からは、短期間で交代していく職員が代表で参画し、指定管理者には決定事項のみ伝達されたが、現場の実態

が適切に反映できなかったのではないか。少なくとも指定管理者側から見ると不安を感じた。

○ 避難所の運営に当たって、要援護者に関する個人情報の取扱い、住民同士のトラブルの裁定、他の行政機関など各

種団体との調整については、民間事業者たる指定管理者では判断又は処理できない部分があった。指定管理者が避難

所運営を行う場合でも、行政職員が現場にいることは大変重要。

○ 時間が経過するにつれ、行政職員は罹災証明など他の震災対応業務に従事する必要が生じたため、行政として判断

できる立場の者が避難所運営業務を離れることとなり、行政と指定管理者の間の情報共有や意思疎通に困難が生じる

ことがあった。
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熊本地震発災後の指定管理施設の管理運営に関するヒアリング結果④

６．避難所対応に要した費用の負担のあり方、指定管理者が費用を請求する場合の協
議のルール（協議開始時期・手続、協議対象事項等）をあらかじめ定めておく必要が
ある。

７．公費負担に関しては、指定管理者の業務の円滑な実施に支障を来すことがないよ
う、指定管理者が担う役割に相当する適切な範囲又は水準が設定される必要がある。

８．公費負担の支出の時期については、指定管理者が本来得られるべき通常の指定管
理料や利用料金等の当面の収入が得られない状況があり得ることを考慮する必要があ
る。

【対応の実態・主な意見】

○ 指定管理協定において「災害発生時の経費（又は、利用料金）の取扱いについては別途協議して定める」と記載が
ある場合であっても、その都度協議して定めることは現実的ではなく、指定管理者側の経営リスクとなった（例えば、
国の支援機関が県が直接管理する施設を災害対応用務等で活用した際、通常は施設の利用料金等を請求することはな
いが、当施設が指定管理施設であり、その経費負担の取扱いについて定めていなかったことから、一旦は、施設側か
ら国の支援機関に対して請求した（結局、県が指定管理料により措置）） 。

○ 当初何ら取り決めもなく、なし崩しで指定管理者が避難所運営業務を開始することになったが、費用負担や責任分
担を明確にする観点から、事後的に指定管理業務を一時凍結し、避難所運営業務を受託する契約を締結した。民間事
業者からすると、不明確な責任分担での仕事の継続は困難。

○ 福祉避難所として活動する場合の費用負担について協定を結んでいたが、活動に当たって通常営業を停止せざるを
得ないにも関わらず、避難者を受け入れた実績に応じて災害救助法の規定による通常時より相当低廉な単価で手当さ
れることとなっている。また、避難によって生じた施設の汚損についての原状回復は、当該避難者と指定管理者にお
いて解決することとされている。このようなルールの下では、指定管理者側は福祉避難所としての対応に躊躇せざる
を得ない。

○ 継続して避難所運営を行っていくにあたり、各種支払に必要な資金繰りに苦慮した。特に利用料金制を前提にして
いる場合、通常見込まれる利用料金収入を当面の財源とすることもできず、避難所運営の継続に不安があった。
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